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１．グローバル・マーケティングの視点からみた音楽著作権と音楽メディア流通
本稿においては，音楽著作権と音楽メディア流通をめぐる今日的課題をグローバル・マーケ
ティングの視点から分析することを課題とする。本稿第３節でも述べるように，最近のレコー
ド産業の最大の問題点は，音楽コピーの急増とフリーライドのダウンロードの横行を主なる原
因とするレコード生産実績の低下というものがある。周知のとおり，これは，わが国に限られ
た状況でなく，グローバルな拡がりを持った状況として現れてきている。このような状況を音
楽マーケティング論の枠組みの中に取り込み，現状分析と将来展望を試みようとするのが本稿
である。
さて，共著者のうち岸本は，音楽マーケティング論に関わる著書・論文を数多く世に問うて
きた１）。また，森川は，レコード会社の法務担当として音楽著作権問題について国際的に活動
を展開し，重層的な実績を重ねてきている２）。共に日本ポピュラー音楽学会に所属するこの２
人のコラボレーションの内訳は，岸本が分析課題を提示しつつ編集機能を受け持ち，森川が業
界での実績を踏まえて実態的コンテンツを提示しつつ，１つの論稿として完成させるという方
法をとった。その主たる部分は，岸本が桃山学院大学経営学部において開講している講義「流
通論」において，音楽マーケティング論の視点から音楽著作権の問題を，ゲスト講師として森
川が講義した内容に依拠している。本稿の背後には，このような共同作業の実績が横たわって
いるのである。
２．「スターデジオ」にみるメディアの変質
近年，ネットワークの技術的進歩とともに，「放送」と「通信」，または「配信」を明確に区
分することが困難になってきた。かつては，放送といえば，同時に不特定多数の人たちが観た
り聴いたりすることができるメディアを指し，とりわけラジオやテレビはレコード会社にとっ
ては，新曲の宣伝や，またアーティスト・インフォメーションの伝達に大きな効果を発揮した
ものだったが，1997年から始まった「スターデジオ」３）にみられるように，契約者だけが特定
の音楽を自らの選択で享受することができるようになってくると，それは果たして従来の概念
通り「放送」とみなすことができるのかどうかが問題となっている一方で，レコード会社は，
今までのように「放送局」に対してプロモーション目的のためにレコードのオン・エアを依頼
してきた方法を，見直す必要すら出てきたのである。
2002年12月27日，主要新聞に「デジタル音楽放送・解禁日に合意／著作権訴訟が和解」とい
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う記事が掲載された。この記事は，本来レコード会社が独占的に行うことのできる「音楽配信」
事業を，スターデジオが許可なく行ない，レコード制作者の諸権利を侵害している４）として，
レコード会社16社が訴訟を提起した控訴審において，両者が和解合意したことを示している。
和解の主な内容は，①スターデジオが放送するアルバムがニュー・リリースである場合は，
発売日から11日間，またシングルの場合は発売日から５日間は放送しないこと，②アルバムは
発売されてから３ヶ月経過するまでは，同一週内に半分以上は流さないこと，ならびに２～３
週間に分けて放送することとし，新譜が発売と同時に放送されてダウンロードされないための
対策と，アルバム全曲がシリアルに丸コピーされる可能性を回避した点など，スターデジオ側
が権利者の要請にある程度応じた合意となっている。見方を変えれば，本件は，レコード会
社が放送局５）に対して，オン・エアの制限を求めた訴訟という点では，今日のメディアの変質
を証明しているといえる。
3．最近のレコード産業の問題点
（１）レコード生産実績の低下
最近のレコード産業の抱える最大の問題点は，売上の大幅な下落傾向である。日本レコード
協会６）の発表によれば，1998年に6,075億円というピークを迎えたわが国のレコード生産実績
は，その後反転して下降線をたどり，2002年は4,431億円（前年比88％）７）まで下落した。1998
年と比較すると，下落率は27％となる。それまでの基調としては，継続的に上昇を続けてきた
レコードの生産実績が，４年前に比べて４分の３以下に落ち込んだことを示している。
このことは，従来から一般的にいわれてきたように，レコードは大衆のささやかな娯楽であ
り，海外旅行などと比較して手軽なエンターテイメントとして不況に強い産業であるとの定説
が，もはや通用しなくなったことを意味している。レコードの価格が1991年を100とした場合，
2001年は103であり，たばこや，映画入場料，週刊誌，新聞などに比べて比較的低水準を維持
してきた８）にもかかわらず，下落に歯止めがかからないのは，まさにレコード・ビジネスに構
造的な問題が潜行していると言わざるを得ないのである。
（２）CD-R／RWによる音楽コピーの急増
レコード産業低迷の大きな原因の一つとして，パソコンでのCD-R／RWによる複製があげら
れている。レコード協会発表によれば，2002年上半期（１月～６月）に音楽用にコピーされた
CD-R／RWは，枚数にして１億1800万枚と推定される。これを年間規模に換算すると２億3600
万枚となり，2002年度の12cmCDアルバムの生産実績２億4592万枚９）にほぼ匹敵する枚数とな
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る。
2002年度のCD-R／RWの需要予測は４億9200万枚であり，その内私的録音補償金10）の対象に
なっていないデータ用CD-R／RWが，その約73％にあたる４億3000万枚を占める。逆算すると，
複製されたと推定されるすべてのCD-R／RWのうち，１億7400万枚が補償金制度の対象外であ
り，SARAH11）への補償金支払い対象CD-R／RWの約３倍弱にも相当する皮肉な結果を示して
いる。
つまり，レコード協会加盟24社のメジャー・レコード会社が生産したCDアルバムの枚数と
同じ数量のCD-R／RWに音楽が複製され，しかもその過半数は規定の補償金を免除されている
という事態は，わが国のレコード産業の基盤を危うくする状態だといえる。また，程度の差こ
そあれ，世界中でも同様の現象が起きている。
（３）ファイル交換ソフト利用者およびダウンロード数
2001年，サービス停止の仮処分命令が出され事実上運営中止に追い込まれたアメリカ「ナッ
プスター」というファイル交換サービス12）は，わが国でもマスコミなどによって広く報道され
た。また，ほぼ時期を同じくして「グヌーテラ」13）などによって同様の音楽ファイルの無料交
換が活発に行なわれてきた。日本でも2001年11月「ファイルローグ」というファイル交換サー
ビスを始めた事業者があったが，その対象の多くがレコード会社が権利を有するレコード音源
であることから，レコード会社19社および日本音楽著作権協会は，同社に対して，サービス停
止の仮処分と損害賠償請求の本訴を提起した14）。東京地裁は，2002年１月に早くも仮処分の決
定を下し，本訴においても2003年１月29日にサービスは違法との中間判決を言い渡した。しか
し，現在も音楽を圧縮したファイルに変換して，インターネット上でそれらを無償で不特定多
数と交換し合うという同様のサービスの利用者は約68万人，過去に交換された音楽ファイルは，
累計して約7500万ファイル（曲数）と推計されている15）。このようなシステムも，レコード産
業に世界的規模で大きな打撃を与え続けている。
（４）デジタル・メディアの増加
以上述べた「スターデジオ」，「CD-R／RWへの音楽複製」，「違法ファイル交換システム」に
加えて，BSデジタル放送やブロードバンドによる映像／音楽コンテンツの放送（送信）によ
って，レコード会社や映画会社などのソフト産業は，その事業形態を大きく変化させる必要が
でてきた。レコード会社の場合，それは商品の主流が，（アナログ）レコードの形態から，CD
パッケージに取って代わり，また音楽コンテンツをデータ化したファイルとしてやり取りされ
る時代が到来していることを示している。また同時に，ソフト産業のみならず，音楽や映像ソ
フトに関心ある若いユーザー層が，別段法的な観点に立って判断する必要性を感じないまま，
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日常的にそれらの行為を自由に行えるようになったことを意味しており，技術の進歩とそれに
伴う商品開発が，法的な規制や既成の枠組みに先行しているというのが，ここ数年の現状であ
る。
（５）対策／施策
ではレコード産業界としては，どのような対策や施策を講じているかを，２，3紹介しよう。
まず１番目は，パソコンによるコピー対策として，技術的な保護手段を導入した「コピー・
コントロールCD（略称：CCCD）」16）の発売で，2002年の３月にエイベックス㈱が発売し，そ
の後，同種のCCCDを数社が発売している。
２番目は，違法ファイル交換による音楽の無断利用の対策である。私的複製に留保制限を設
けた著作権法の第30条の規定は，決して「他人に提供すること」を認めてはいないが，ナップ
スターやファイルローグがサービスを停止しても，ネットワークの水面下では，その他のソフ
トを利用した違法なファイル交換が現在も行われていると推測されている。レコード協会が中
心になって，検索ロボットを走らせて摘発しているものの，それらの全貌を把握することは極
めて困難だといわれている。
その他，ネット・オークションで違法に販売されているサンプルCDや，店頭用ビデオなど
についても，レコード会社各社からの要請によってサービス・プロバイダーが削除を繰返して
も，違法販売は後を絶たない。
さらに，著作権思想の普及のための啓発運動も，各団体が行っているものの，周知徹底させ
るまでにはほど遠いのが現状である。
4．レコードやCDの流通の現状（図１）
次にレコード産業におけるレコードやＣＤなど，主たるパッケージ・メディアの流通の概略
に触れる。昭和50年代に入る頃までは，レコード会社の数も少なく，レコード会社自らが流通
システムを個別に負担し，全国各地にある営業所内の倉庫から，受注した商品をメーカーの特
約店17）に配達するのが一般的な流通の仕組みであった。しかし，個別流通システムは，レコー
ド会社にとってあまりにも経済効率が悪く，また一方のレコード店にしても，例えばコロムビ
アならコロムビアだけ，ビクターならビクターだけから商品を受け取るのではなく，各メーカ
ーへの注文を一本化して発注し，配送される方式のほうが利便性が高いため，ここ約20数年の
間にレコード商品の流通網の整備が行われ，現在は大きく分けて２つの流通系統に統合されて
いる。
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流通の改善は，時代の要請でもあったが，一方でレコードの商品販売ルートも変容してきた。
かつては，特約店でのレコード販売の比率が高かったが，今日その比率は47％，すなわち全て
のレコード販売の半分以下に下落した。
反対に，今日では卸売業者を経由した流通と卸傘下店による販売18）が，同じく47％で特約店
による販売量と同一水準となっている。このことは，今や日本のレコード商品のアイテム数
（種類）は，約12万点19）を数え，商品管理や販売予測などにおいて，中小店では全レパートリ
ーを網羅することは難しいばかりでなく，卸店やチェーン店による「コンビニ的」商品管理の
ノウハウが要求されている実態を反映している。
こういった商品流通と販売経路の変化が顕著となり，さらに音楽のインターネット配信によ
る販売手法が加わって，レコード産業は「パッケージからノンパッケージ」へとシフトしてい
るのが現状である。
5．著作権とコピーライト
次は「音楽の著作権」について概観する。
一言で「著作権」という場合，その言葉の中にはいくつかの要素が含まれている。ここでは
著作権の基本を理解する第一歩として，「著作者の権利」と「コピーライト」とに分けて考察
してみよう。
英語で「著作権」に相当する言葉は「copyright」であり，すなわちそれは「複製する権利」
を意味し，一般的に著作権といえば，例えば本が出版される場合や，レコードが複製されるよ
うな場合を想定することが多いが，一方では「著作者の権利」という「人格的な権利を守る」
という考え方もあり，歴史的には後者が前者の思想より古いとされている。
その「著作者の権利 droit d'auteur」というのは，16世紀フランスにおいて主張された「著
作者は全面的に書籍の支配者である」という思想に基づいている。視点を変えると，著作者は
レコ ドー 
会社 
メー カー  
販売網 
メー カー 特約店  
レコー ド 
・ 
ユーザ  ー
卸売業者 卸傘下店 
通販・訪販売会社 
業務用市場向け販売会社 
（47％） 
（47％） 
6％
JDS/NRC
（図１）レコードの流通（2002年日本レコード協会の提供資料による）
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自らの著作物を勝手に改変されたり，削除されない権利，すなわち「著作者人格権」であると
言い換えることができる。
一方，著作物の「複製の権利」というのは，世界初の著作権法といわれる1709年のイギリ
ス・アン女王法によって定められたことを嚆矢とする。同法により，複製する権利を有する印
刷業者は，1710年から21年間，独占的にその権利を行使できることとなった。そこには著作者
自身は登場しないとはいえ，著作者は，この業者に自分の著作物を複製して出版することの許
諾をしているがゆえに，結果的に著作者の許諾権が働いており，従って印刷業者は印刷するこ
とができるのである。アン女王法における「コピーライト（複製の権利）」という考え方は，
まず出版するアイテムを保護することで，間接的に著作者を保護する構成をとっている20）。こ
のように著作権には，大きく分けて「人格的な権利」と「複製の権利」の２つの権利があり，
その思想は，今日でもわが国の著作権法をはじめ，多くの国の法律およびベルヌ条約等21）の基
本理念として受け継がれている。
1877年に，トーマス・アルバ・エジソンがレコードを発明するまでは，市場において「複製
して販売される著作物を含む商品」といえば，グーテンベルグ以降の印刷物のみであったと断
定してよい。レコードの複製に関する規定は，エジソン以後に定められることになる。
現在わが国の著作権法で規定されている「著作物」としては，言語の著作物，音楽の著作物，
映画の著作物，建築の著作物など，全部で９種類の著作物が例示されており，それらは，時代
と共に増加し，また将来も増えることが考えられる。ここでは，「音楽の著作物」に的を絞っ
て考察してみることにする。
6．音楽の著作物の支分権（使用形態別科目名）
さて，音楽は，どういう形で使われているだろうか。例えば，カラオケ・ボックスへ行って
歌うことも一つの使用形態であり，またレコード店に並んでいるCDや，歌本なども音楽の著
作物の一つの使用形態である。このように，音楽の著作物の使用形態を分類したものを「支分
権」と呼び，例えばコンサートを開催したり，既成曲を録音してレコードを制作することを希
望すれば，当該使用形態とその詳細をJASRAC22）など著作権の管理事業者に申請書を提出し，
規定の使用料を支払えば，原則として誰でもが音楽の著作物を使用することができる23）。
その使用形態別の科目名「支分権」には，コンサートなどの「演奏権」，レコード録音使用
の「録音権」，歌本出版の「出版権」，レンタルCDの「貸与権」などがあり，それぞれの支分
権毎の使用料規定が定められている。
ここで，2001年にわが国では音楽のみならず，すべての著作権の管理に関する法制度に大き
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な改訂がなされたことに触れておこう。（但し，本稿では音楽の著作物についてのみ言及する。）
従来，わが国において音楽の著作物は，唯一 JASRACが管理・運用し，使用料を徴収して，
権利者に分配する仲介業務を行ってきた。またそのことを定めた法律「仲介業務法」は，昭和
14年（1939年）に定められ，以来 JASRACは音楽著作物の仲介業務ができる唯一の認可団体で
あったが，仲介業務法が2001年の10月に施行された「著作権等管理事業法」24）にとって替わら
れることになったため，62年間に及ぶ JASRACの独占体制に終止符が打たれることになった。
新法によって，一般の株式会社や有限会社などの法人でも規定の資格を有しており，かつ文化
庁への登録要件を満たせば，誰でも音楽著作物の管理ができるようになったのである。
また，音楽著作物の管理上の大きな改訂点として，支分権毎の管理が可能になったことがあ
げられる。例えば，宮沢和史が作詞・作曲した「島唄」は，2002年４月１日から，録音権の管
理だけを JASRACとは別の新管理事業者たる㈱ジャパン・ライツ・クリアランスが行なうこと
になったが，その他演奏権，出版権などについては，従来通り JASRACが管理する形態をとっ
ている25）。
これは，時代の流れとしての規制緩和が，著作物の管理・運営という分野まで敷衍したこと
を意味している。また，管理対象となるのは音楽の著作物に限らず26），その他の著作物におい
ても同様だが，とりわけ音楽業界にとっては史上初めて，複数の事業者による競合的管理体制
への変革を生ぜしめることとなった。
7．音楽の著作物に関する偽作，サンプリング，パブリック・ドメイン（PD）
（１）偽作・盗作
「著作物とは，思想又は感情を創作的に表現したものであって，文芸，学術，美術又は音楽
の範囲に属するものをいう。」27）
しかし，著作物は，それが創作的に表現されたものである反面，その類似性についての係争
や訴訟は繰り返されてきた。とりわけ聴いた人の印象によって左右される要因が大きい音楽の
著作物における判断は難しいとされる。
日本で楽曲の類似性が問われ，初めて最高裁判所の決定が下った事案は，「ワン・レイニ
ー・ナイト・イン・トーキョー事件」28）である。本件は，原告が外国曲「THE  BOULEVARD
OF BROKEN DREAMS（邦題「夢破れし並木道」）」の日本における著作権の譲受人で，ある
歌謡曲歌手が歌った「ワン・レイニー・ナイト・イン・トーキョー」が原曲そっくりで盗作で
あると訴訟を提起したものである。
最高裁第一小法廷は，被告が原曲に接する機会があったことが推認し難く，原曲を複製して
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著作権を侵害したということはできないと判旨し，原告の訴えを退けた29）。
2002年９月にも，最高裁に上告された事件が話題を呼んだ。原告は，小林亜星で，服部克久
が作曲した「記念樹」が，自作の「どこまでも行こう」の盗用であると訴えたのである30）。一
審では盗用の疑いなしと判旨されたものの，控訴審では一転して逆転判決となり，最高裁での
審判を仰ぐこととなったが，2003年３月11日，最高裁第三小法廷は，服部の上告を棄却，小林
らの勝訴が確定した。
今後も楽曲の類似性や，盗用の可否を争う裁判案件は，増加することが予想される。
（２）サンプリング
次に，既成曲の一部を複製して新たな楽曲を創作する手法として，1980年代からヒップ・ホ
ップ・ミュージックの分野で普及した「サンプリング」について，具体的事例をあげて説明す
る。
人気ラッパーMCハマーは，1981年にリック・ジェイムスとアロンゾ・ミラーが共同で作詞
作曲し，リック・ジェイムスが自身のアルバムに実演して収録した「SUPER FREAK」という
トラックのベイシック・リズム・パターンを複製し，この複製音源に新たな演奏や自身のラッ
プをオーバー・ダビング31）して，1990年「U CAN'T TOUCH THIS」というトラックを完成さ
せた32）。このような技法を，「サンプリング」という。
近年わが国でも隆盛を極めているヒップ・ホップ・ミュージックにおいては，アーティスト
や著作者にとって，かつて自身がインスパイアされたトラックを取り込んで，新たなトラック
として自己流に表現することがヒップ・ホップ・カルチャーの本質であり，それが先達へのリ
スペクトを込めた表現方法だとする考え方が基本にある。
サンプリングの処理は，①元の曲を作詞・作曲した人の権利と，②サンプルされた音源の権
利の両方をクリアすることが必要となる。本例の場合，①の処理としてMCハマーは，新曲
「U CAN'T TOUCH THIS」においては，原曲の作家に了解をとりつけたうえで，リック・ジェ
イムスとアロンゾ・ミラーおよび自分自身との計３名の共同著作物として著作権の登録を行な
っている。
次に②トラック（音源）の処理方法としては，リック･ジェイムスのアルバムは，「モータウ
ン」というレーベルから発売されており，MC・ハマー側はサンプリングした音源の使用許諾
を，モータウンに求めることになる。使用の了解と使用料の合意が成立すれば，ようやくサン
プリング・クリアランスが完了する33）。
アメリカの音楽業界で，最近はヒップ・ホップ以外の分野でも，サンプリング・クリアラン
スは既成楽曲を再生させ，かつ旧音源を活用するビジネス・モデルとして普及しており，権利
者側と使用者側とを仲介するクリアランス・ハウス34）が日常的に実務処理に当っている。
環太平洋圏経営研究　第４号
- 12 -
（３）パブリック・ドメイン（PD，Public Domain）
著作権の存続期間については，各国の著作権関連法において定められており，わが国におい
ては，著作者の死後50年あるいは公表後50年と定められている。
ここでは，存続期間が終了した著作物の取扱いについて，事例を挙げて説明する。
1998年にヒップ・ホップ・ユニット，スウィートボックス35）は，J.S.バッハの名曲「G線上
のアリア」36）のメロディをラップに乗せて歌い，ヒットさせたが，彼らが同曲を使用するにあ
たってはすでに原著作権が消滅しているため，別段の許可を得る必要がない。このように一定
の期間を経過すれば著作権は消滅し，作品は公共の所有物になって，誰でもが自由に使うこと
ができるのが，「PD（パブリック・ドメイン）37）」という考え方である。
最近アメリカで，著作権の存続期間についての興味深い裁判があった。
それはミッキー・マウス38）に関するもので，企業の著作物とされるミッキーの著作権が，
2003年で消滅することになるため，数年前に映画業界などがロビー活動などを通じて著作権の
存続期間をさらに20年延長させる改正著作権法を1998年に成立させたといわれており，これに
対して，20年の延長を認める法律改訂は，アメリカ憲法に違反するとの訴訟が提起されたので
ある。結局，アメリカ連邦最高裁は，2003年１月15日，同法は合憲との判断を下し，事件は決
着した。
このように，著作権は，公表された時から相当の存続期間が終われば消滅し，公有に帰すの
である。スウィートボックスは，250年の時代を超えてバッハの「G線上のアリア」を現代に
蘇らせ，今日，若い人たちにその名曲を聴かせるチャンスを与えていると考えれば，パブリッ
ク・ドメインは，人間の文化的営為の自然な継承といえる。
8．著作権と著作隣接権（図２）
第５項において，「著作権」には「著作者の人格権」と，複製権などの「財産権としての著
作権」という２つの側面があることを述べた。
また前項（２）サンプリングの項にて分析したように，レコードの原盤には，「作詞作曲家
の権利（著作権）」と「レコード会社が保有する音源の権利」の２つの要素があることも明確
になった。
著作者が創作した作品は，日記のように引出しの片隅に置かれていては，他人に伝わること
もなく，ましてや経済的効果が生じることもない。著作物として他人に伝達されて初めてその
作品として認知されことになる。
そこで，わが国著作権法は，音楽著作物に関して，楽曲を創作する作詞家や作曲家，また作
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品を管理する音楽出版社や JASRACなどの著作権管理事業者を，著作者および著作権者と定義
し，一方，伝達の役割を果たす立場の「実演家」，「レコード製作者」，「放送事業者および有線
放送事業者」を著作隣接権者として法制している39）。
また，楽曲を歌ったり演奏したりする行為を「実演」，その実演を録音テープその他の物に
音として固定したものを「レコード」，レコードや実演を無線通信する送信を「放送」，有線電
気通信の送信は「有線放送」と定義し，これらは著作権に隣接している権利であるという考え
方に基づき，著作隣接権と総称している。具体的にはアーティスト，レコード会社，放送局お
よび有線放送局を指しており，図２で，それらの事業者と権利についての相関性を明示した。
サンプリング・クリアランスとともに，この構造を理解し把握するための一助となれば幸いで
ある。
9．グローバル的にみた音楽著作権問題のゆくえ
以上述べてきた点を，展望を含めて要約する。
（１）近年，スターデジオ，インターネットの違法ファイル交換，CD-R／RWへのコピー，
また音楽配信ビジネスの出現など，音楽そのものの流通システムに大きな変化が生じてきた。
それに伴い，レコード産業もその変化に対応してきた。さらなる広い視点に立てば，国家戦略
プロジェクト，IT戦略会議の主導によって，インフラの整備と，コンテンツの円滑な流通促進
が軌道に乗り，多くの利用者が希望する音楽や映像コンテンツを，適正な形態で利用できるス
キーム作りが課題となっている。そのためには今後，レコード産業や映像ソフト業界が，いか
にして関連産業団体との協調体制を作り出すかがポイントとなろう。
（２）つぎに，「DVDオーディオ」40）が次世代音楽商品の主流として，ソフト，ハードともに
商品化が始まっている点に注目したい。開発段階からコピー・プロテクト・システムが規格化
され，しかも特性としてはCDを遥かに陵駕し，高音質を再生する機能を持つDVDオーディオ
にどれだけの新規需要を喚起できるかが課題となってきた。
アナログLPの時代は，およそ30年余に及び，CDが初めて世に出た1982年からすでに20年が
経過した。時代とともに音楽鑑賞の方法には定期的に改革がもたらされてきたことから推察す
ると，今後はDVDオーディオの普及・促進が，レコード産業の鍵を握っているといえる。
（３）WIPO（世界知的所有権機構）における各国の協調体制の重要性も見逃せない。
冒頭で述べたように，技術革新による複製技術の普及とネットワーク流通の促進によって，
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レコード産業はかつてない危機に立たされている。それらは，もはやわが国だけの問題に留ま
らず，世界的な取り組みがなされなければ解決できない問題である。2002年に発効したWIPO
著作権条約（WCT）および実演・レコード条約（WPPT）に基づく国際的取り組みが必須の時
代となっていることは，もはや論を待たないのである。
音楽産業は，本質的に「平和産業」である。今や，音楽産業衰退の事態を回避するためにも，
技術手法（テクノ）と法制度（リーガル）とが国際的にハーモナイズすることが求められる時
代に突入している。20世紀を，「ソフトとハードの時代」と呼ぶならば，今世紀は，「テクノと
リーガルの世紀」であるとの認識が不可欠なのである。
作詞家作曲家 
［著作者］ 
［JASRAC］ 
JASRAC等＝＝＝＝音楽出版社 
出版（印刷）物 
コンサ トー／カラオケ 
インタラクティブ配信 
貸レコ ドー 
（著作権譲渡契約） 
（契約） 
＝＝＝＝＝ 
楽　曲 
［著作物］ 
［音楽出版社］ 
＝ 
 
 
著作権者 
歌手 
［実演家］ 
［プロダクション］ 
→ レコー ド 
［レコー ド製作者］ 
［レコー ド会社］ 
→ 放送・有線放送 
［（有線）放送事業者］ 
［放送局・有線放送］ 
→  
 
 
著作隣接権者 
楽曲 
（著作者） 
歌手 
（実演家） 
放送・有線放送 
（放送事業者・有線） 
レコ ドー会社 
（レコ ドー製作者） 
（敬称略） 
（図２）
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〔注〕
１）たとえば，近年における岸本のポピュラー音楽関係の業績の主たるものについては，以下のようなものが
ある。
岸本裕一・田中達彦『タイアップソング・マーケティング―カラオケ全盛時代のヒット曲のメカニズム』
同文舘出版，1998年。
岸本裕一・生明俊雄『Ｊ－ＰＯＰ・マーケティング―IT時代の音楽産業』中央経済社，2001年。
岸本裕一「ポピュラー音楽のためのマーケティングとマーケティングのためのポピュラー音楽―ディシプ
リン「音楽マーケティング論」の確立をめざして」『桃山学院大学総合研究所紀要』第25巻第１号，1999
年。
岸本裕一・生明俊雄「わが国レコード産業における流通システムの機能と機構―その商流・物流・情報流
のシステム分析」『桃山学院大学経済経営論集』第42巻第３号，2001年。
岸本裕一・李惠眞「韓国の日本文化開放政策の進展と韓国でのＪ－ＰＯＰの浸透」『桃山学院大学総合研究
所紀要』第26巻第３号，2001年。
２）森川の経歴については以下のとおり。
コロムビア・レコード国内制作部長，ワーナーミュージック・ジャパン法務部長を歴任後，2002年12月に
エムエムラボを設立し，現在は音楽著作権の実務や，音楽に関する諸契約のコンサルティングを業務とし
ている。
３）1997年３月から事業を開始したスカイパーフェク！TVにおける100チャンネルの衛星デジタル・ラジオ放
送。
４）レコード製作者の複製権侵害など，３つの争点がある。東京地裁平成10年（ワ）19566号放送禁止等請求事
件，同17018号著作隣接権侵害禁止等請求事件。
５）（株）第一興商が運営しているスターデジオは，衛星放送事業における委託放送事業者の一つ。
６）社団法人日本レコード協会（以下「レコード協会」）。昭和17年に創設され，現在大手レコード会社など24
社が会員。
７）レコード協会ホームページ（http://www.riaj.or.jp）の「データ／オーディオ・レコード生産金額」による。
なお，映像商品の売上は含まれていない。
８）同協会ホームページによる。
９）同協会ホームページによる。
10）平成４年の著作権法改正により，デジタル方式の機器および記録メディアに対して私的録音録画補償金制
度が創設された。著作権法第三十条２および第五章（第百四条の二以降）に規定がある。
11）同制度により補償金の受領，分配を行うための指定管理団体。
12）音楽をMP3などの圧縮ファイルに変換し，ネットワークを通じて利用者同士が無料で音楽ファイルを交換
するサービス。
13）ナップスターは，センター・サーバーを経由して交換されるが，グヌーテラ（またはヌーテラ）は，セン
ター・サーバーを用いないため実態把握が難しいとされる。
14）ファイルローグの事件は，平成14年（ワ）4249号著作隣接権侵害差止請求事件・同4237号著作権侵害差止
請求事件。
15）レコード協会ホームページの「調査／ファイル交換ソフト利用」による。
16）イスラエルのミッドバー社の方式によるものが多い。
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17）レコード会社と売買契約を締結しているレコード店。
18）星光堂，新星堂，など流通システムまたは直営店を有するレコードのチェーン店。
19）レコード協会ホームページの「データ／オーディオ，ビデオ・レコード・カタログ」による。
20）黎明期と歴史的背景／佐野文一郎・著より（学習書編・1997年日本音楽出版社協会）。
21）文学的及び美術的著作物の保護に関するベルヌ条約パリ改正条約，2002年５月現在加盟149カ国。わが国で
は，1975年発効。
22）社団法人日本音楽著作権協会，昭和14年創設。通称 JASRAC（ジャスラック）。
23）ただし，映像などとのシンクロ許諾は，管理事業者に信託されていなければ，この限りではない。
24）2000年11月に成立した著作権および著作隣接権の管理事業に関する法律。
25）2002年４月１日付けで，ジャパン・ライツ・クリアランスが録音権等を管理することになった楽曲は，400
曲を超える。
26）仲介業務法における指定団体には，日本音楽著作権協会以外に日本文芸著作権保護同盟，日本シナリオ連
盟などがあったが，著作権等管理事業法によって，一定の資格があれば誰もがあらゆる著作物の管理事業
を行うことが可能となった。
27）著作権法第二条二。
28）アメリカの作曲家ハリー・ウォーレンが1933年に映画「ムーランルージュ」のために作った曲。一方の
「ワン・レイニー・ナイト・イン・トーキョー」は1963年頃鈴木道明によって作曲された。
29）昭和50年（オ）324号著作権不存在等確認及び著作権損害賠償請求事件。
30）平成12年（ネ）1516号著作権確認請求反控訴事件。
31）マルチ・トラック・レコーダーを用いて音楽の多重録音を行うこと。
32）アメリカCapitol Records 「PLEASE HAMMER DON'T HURT 'EM」収録（1990年）。
33）オリジナル・トラックを複製使用せず，新たに録音すれば使用許諾は不要。
34）アメリカには，専門の業者が多数あり，著作権と音源の権利者との交渉を代行する。
35）ヨーロッパで活躍するGEOとティナ・ハリス（当時）とのユニット。「EVERYTHING'S GONNA BE
ALRIGHT」はアルバム「SWEETBOX」収録（ＢＭＧ RECORDS）。
36）管弦楽組曲第３番　ニ短調　ＢＷＶ1068。
37）著作権の消滅した状態を指す。通常は，「ピー・ディ」と称する。
38）1928年ウォルト・ディズニーのアニメーション映画「蒸気船ウィリー」に登場した人気キャラクター。
39）著作権法第四章（八十九条乃至百四条）。
40）ＤＶＤの形状をした高音質の音楽商品。サンプリング周波数は，最高192ｋＨｚ，ビット・レートは24ビッ
ト，再生には２チャンネルと5.1チャンネル方式がある。
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Music Copyright, Musical Media and Global Marketing
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Recently, it has come to be difficult to distinguish "broadcasting" from "transmission" by the
technological development as the Internet and the satellite broadcasting.
It is one of the examples that the Stardigio, which supplies a broadcasting music service of
100 channel radio over the communication satellite to the specified contracting persons, had
been sued by 17 record companies in Japan which insisted not to "transmit" their records.
These record companies recognized that the Stardigio is not  a broadcasting as defined in the
Japanese Copyright Law and that the music transmission service by the Stardigio had infringed
the master usage right of these record companies.
Japanese record industry has been suffering the damage by the sudden decrease of amount of
CD manufacturing for these 4 years. The maximum amount of annual manufacturing of music
goods was 607.5 billion Yen in 1998, then it had dropped to 443.1 billion Yen in 2002. 
The main reason of this tendency , as RIAJ reported, is derived from the numerous amount of
the  music copy to CD-R/RW. The other reason is the music file exchange service as Napster,
Gnutella and File Rogue. 
RIAJ stated that  236 million CD-R/RW was used for music copy in 2002, and that 75 million
music files have been exchanged freely in a few years. In order to avoid the damage of CD copy,
some of the companies have released "CCCD (Copy Controlled CD)", and prosecuted the
offenders of illegal file exchangers, but it would be so difficult to solve these problems
fundamentally.
Also, the system of record distribution has been altered for these 30-40 years. Originally,
every record company had the distribution system of its own, but it has been combined into two
distributors nowadays. Moreover the new way of distribution of Music over the Internet is
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getting more popular in Japan, too. The Time has changed in the field of Japanese record
business, from the package to non-package distribution of music.
In order to grasp the record music business, it is inevitable to understand the music
copyright and its management system. The new Management Law of Copyright Business of
Japan enforced in 2001 defined that every corporation may manage the copyright in every way
of usage of copyright, such as performing rights and recording rights of music by the
registration to the Agency for Cultural Affairs in Japan. It is a revolution of music copyright
management that had been occupied to JASRAC throughout 62 years.
At the same time, it is also important to understand the sampling clearance of master
recordings that becomes a common way for recordings in Hip-Hop category. And the Public
Domain, so called PD, means the situation that the lapses the rights and the rule of PD is
different in every nation by the copyright law. Such as Mickey Mouse's case, the copyright is
guaranteed for 95 years in U.S.A, but in Japan, it is only for 50 years after the publishing. 
In order to protect the copyright, it is important that the holder of master recordings and
movies makes an alliance for the fair use of the contents. For the development of the music
industry, the new technology as DVD-Audio for the substitute of Music CD is necessary in near
future.
Now is the time for Techno-Legal. The parallel development of technology and legal affairs
shall be the most important solution of the present problems.
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